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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第66期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

３．第66期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。 

４．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

５．第67期中以後の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

６．第68期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年
 １月１日 
至平成17年 
 ６月30日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 ６月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 12月31日 

自平成17年
 １月１日 
至平成17年 
 12月31日 

売上高 (百万円) － 15,027 14,102 12,172 26,270 

経常損益 (百万円) － 884 390 △909 1,405 

中間（当期）純損益 (百万円) － 323 250 △664 611 

純資産額 (百万円) － 6,860 6,990 6,724 7,246 

総資産額 (百万円) － 22,327 21,264 19,961 21,174 

１株当たり純資産額 (円) － 1,082.61 1,102.06 1,061.16 1,133.29 

１株当たり中間  

(当期)純損益 
(円) － 51.01 39.60 △104.82 86.20 

潜在株式調整後１株

当たり中間(当期) 

純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) － 30.73 32.84 33.69 34.22 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 2,585 751 △68 524 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △628 △387 △40 △461 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 304 △140 △246 169 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) － 4,388 2,582 2,118 2,359 

従業員数        (人) 

（外、平均臨時雇用者数）  
－ 425 

474 

        （153）
383 

437 

        （107）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ２．第66期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

       ３．第66期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。 

       ４．第67期の１株当たり年間配当額は、創業60周年記念配当3.00円を含んでいます。 

       ５．第68期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

６．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純損益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年
 １月１日 
至平成17年 
 ６月30日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 ６月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 12月31日 

自平成17年
 １月１日 
至平成17年 
 12月31日 

売上高 ( 百万円) － 14,326 13,320 11,252 24,802 

経常損益 ( 百万円) － 903 478 △801 1,437 

中間（当期）純損益 ( 百万円) － 362 355 △542 719 

資本金 ( 百万円) － 957 957 957 957 

発行済株式総数 (千株) － 6,640 6,640 6,640 6,640 

純資産額 ( 百万円) － 6,879 7,208 6,727 7,329 

総資産額 ( 百万円) － 21,260 20,452 18,779 20,076 

１株当たり中間 

(年間)配当額 
(円) － 17.00 20.00 25.50 37.00 

自己資本比率 (％) － 32.36 35.24 35.82 36.51 

従業員数        (人) 

（外、平均臨時雇用者数）  
－ 341 

351 

         (82) 
322 

343 

         (73) 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントと事業部門とが必ずしも一致しないため、従業員の状況を事業の種類別セグメントに分

類して記載することは困難であります。従いまして、従業員の状況を事業部門別・子会社別に記載しております。

（注）従業員数は、就業人員数(当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含 

   む。)であり、臨時雇用者数(顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。)は、当中間連結会計期間の平 

   均人員を( )外書で記載しております。 

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む。)であり、臨時雇用者数 

    (顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。)は、当中間会計期間の平均人員を( )外書で記載しており 

      ます。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年６月30日現在

事業部門・子会社の名称 従業員数（人） 事業の種類別セグメントとの関連 

環境設備本部 36(  3) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

産業ソリューション本部 40(  8) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境システム本部 139( 37) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境事業本部 60( 11) 環境関連 

環境計測器事業部  26(  8) 環境関連  

医療・環境部  9(  4) 環境関連  

ナノ・クリーン本部 3( －) 全社 

管理本部他 38( 10) 全社 

㈱エバジツ（子会社） 51(  2) 風水力冷熱機器等関連 

バイオジェニック㈱（子会社） 1(  3) 環境関連 

イージェイ㈱（子会社） 14( 19) 環境関連 

昆明白鴎微藻技術有限公司（子会社） 57( 48) 環境関連 

合計 474(153)  

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 351( 82)  



第２【事業の状況】 
   当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。  

１【業績等の概要】 

(1)業績  

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の好転から設備投資の回復や個人消費も好調に推移するな

ど、改善の方向にある一方で、原油・鋼材価格の高騰などの懸念材料も一部見受けられました。 

 当社グループを取り巻く環境装置機械業界は、民需においては設備投資の増加から市況は回復傾向にあるものの、

依然として価格競争の激化が見られております。また、官需においては公共事業予算の縮減や計画の見直しなどから

引き続き厳しい状況で推移しました。 

  このような事業環境のもとで、当社グループの受注高は127億38百万円（前年同期比41.0％増）となり、売上高は

141億2百万円（前年同期比6.2％減）となりました。 

 売上総利益は、特定案件において2億46百万円の追加原価が発生したことから28億58百万円（前年同期比12.9％

減）となりました。 

 営業利益は、経費節減に努めたものの、中途採用人員の増加による人件費の増加や子会社の昆明白鴎微藻技術有限

公司における生産設備建設を含む開発費の増加などから2億88百万円（前年同期比63.3％減）となりました。 

 経常利益は不動産賃貸収入や投資有価証券の売却益などが加わり3億90百万円（前年同期比55.9％減）となりまし

た。 

 中間純利益は、特別利益で保険金収入など1億48百万円が加わり、特別損失で投資有価証券評価損や減損損失など

48百万円を計上したことから2億50百万円（前年同期比22.4％減）となりました。 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(環境関連) 

 メーカー事業である環境関連は、子会社バイオジェニック株式会社が手掛ける「アスタキサンチン」の製品出荷が

遅れたものの、半導体工場や浄水場における高度処理設備向けの「オゾン測定装置」が堅調だったことや「バイオマ

スプラスチック緩衝材」の関西エリア向け販売も堅調に推移いたしました。 

  また、産業廃棄物の海洋投棄が全面禁止されるロンドン条約の発効を背景に、焼酎メーカー6社で構成する「西薩

クリーンサンセット事業協同組合」より大型排水処理プラントを受注しました。このプラントは焼酎カスを乾燥させ

飼料化するとともに焼酎廃液からバイオガスを発生させ、ボイラー燃料として再利用できるプラントで、エネルギー

コストの削減効果が見込めます。 

 脱臭剤ボエフについては、生産拡大を目的に千葉県に生産委託工場を立ち上げ、増産に努めております。 

これらの活動の結果、同事業の受注高は、前年同期比80.0％増となる39億41百万円となり、売上高は、前年同期比

1.9％減となる34億26百万円となりました。 

(水処理関連) 

 主に上下水道向けのエンジニアリングを手掛ける水処理関連は、公共予算縮減の影響から厳しい状況が続いており

ます。これに対し、下水道普及率の低い地方中小都市への積極展開や維持管理、メンテナンスなどのサービス事業の

展開を行いました。 

 また、案件の設計や積算を専門に手掛ける「システムエンジニアリング部」を新たに設置し、人員を強化するとと

もに、全国に15店舗ある営業所を6つのブロックに分け、技術者などの人員配置を案件に応じて効率的に行える体制

を整えました。 

 これらの活動の結果、同事業の受注高は、前年同期比18.1％増となる24億14百万円となり、売上高は、前年同期比

17.2％減となる50億89百万円となりました。 

(風水力冷熱機器等関連) 

 主にポンプ、ボイラー、省エネ空調機器などを商社として販売する風水力冷熱機器等関連は、民間の設備投資の増

加を背景に工場や都市再開発などの新設需要に加え、既設のリニューアル物件も堅調に推移いたしました。 

 また、昨年、韓国メーカーとの提携により販売を開始した「Ｋターボブロワー」は省エネ需要の高まりから堅調に

推移し、イタリアの医療機器メーカーからの輸入商材である「非接触式体温計 サーモフォーカス」についても出荷

本数を伸ばすことができました。 

 これらの活動の結果、同事業の受注高は、前年同期比32.9％増となる63億82百万円となり、売上高は、前年同期比

3.7％増となる55億86百万円となりました。 



(2)キャッシュ・フローの状況  

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は25億82百万円となり、前連結会計年

度末より2億22百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は7億51百万円（前年同期比70.9％減）となりました。税金等調整前中間純利益が4億

90百万円となったこと、工事損失引当金等の引当金純増加額が2億10百万円となったこと、また売上債権が5億76百万

円減少し、仕入債務が6億86百万円減少したことなどが主な要因であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は3億87百万円（前年同期比38.3％減）となりました。定期預金の預入による支出（2

億円）、拘束性預金（公共工事前受金）の増加（2億64百万円）、子会社昆明白鴎微藻技術有限公司の生産設備建設

等の取得による支出（75百万円）、投資有価証券の取得による支出（6億44百万円）、投資有価証券の売却による収

入（7億40百万円）、保険金受取による収入（2億12百万円）が主な要因であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は1億40百万円（前年同期は3億4百万円の収入）となりました。配当金の支払（1億26

百万円）が主な要因であります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は生産価格によっております。 

２．当社グループの生産実績には、季節的変動があります。なお、前連結会計年度における生産実績は、12,835

百万円であります。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．当社グループの商品仕入実績には、季節的変動があります。なお、前連結会計年度における商品仕入実績

は、7,514百万円であります。 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） 2,565 108.1 

水処理関連（百万円） 3,564 84.2 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 1,869 134.9 

合計（百万円） 8,000 100.1 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） － － 

水処理関連（百万円） 301 34.6 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 3,201 102.5 

合計（百万円） 3,503 87.7 



(3）受注実績 

 当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 受注実績 

 （注）金額は販売価格によっております。 

② 受注先別実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する販売割合が、10％以上の相手先はありません。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

３．当社グループの販売実績には、季節的変動があります。なお、前連結会計年度における販売実績は、官公庁

向15,433百万円、民間向10,837百万円、計26,270百万円であります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円） 

前年同期比
（％） 

受注残高
（百万円） 

前年同期比
（％） 

環境関連 3,941 180.0 3,607 234.6 

水処理関連 2,414 118.1 3,077 64.5 

風水力冷熱機器等関連 6,382 132.9 4,034 125.1 

合計 12,738 141.0 10,720 112.4 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

官公庁
（百万円） 

民間
（百万円） 

計
（百万円） 

前年同期比
（％） 

環境関連 928 3,013 3,941 180.0 

水処理関連 2,383 30 2,414 118.1 

風水力冷熱機器等関連 1,006 5,375 6,382 132.9 

合計 4,318 8,420 12,738 141.0 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

官公庁
（百万円） 

民間
（百万円） 

計
（百万円） 

前年同期比
（％） 

環境関連 2,376 1,050 3,426 98.1 

水処理関連 5,035 54 5,089 82.8 

風水力冷熱機器等関連 1,099 4,486 5,586 103.7 

合計 8,511 5,590 14,102 93.8 



５【研究開発活動】 

(1)方針及び目的 

当社グループの研究開発は、「豊かな人間環境の創造を目指して社会に貢献する」という経営理念に基づき、主

としてオゾン・脱臭・水処理・資源再利用という「環境関連」事業に係わる分野において製品開発を行っておりま

す。 

 川崎市麻生区の中央研究所では、脱臭剤・脱臭装置・機能性食品・遺伝子増幅にかかわる基礎研究及び製品開発

を、川崎市中原区の川崎研究所では、オゾン関連機器にかかわる基礎研究及び製品開発を行っております。また、

埼玉県北葛飾郡の埼玉研究所では、脱臭剤及び脱臭装置などにかかわる研究開発と実証実験を行っております。 

 さらに、子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司では、健康食品や飲料・化粧品の原材

料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸化能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）の

大量培養研究を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は3億50百万円であります。 

(2)主な研究開発の成果 

以下は、全て環境関連事業に係わる分野における研究開発の成果であります。 

・電力の研究所及び電力会社との共同研究により、排水中の窒素除去を目的とした「脱窒バイオリアクター」を開

発し、火力発電所において実験データを取得中です。 

・主に印刷工場やペンキ工場などから排出されるVOC（揮発性有機化合物）の脱臭を目的に「VOC脱臭装置」を開発

し、環境省の評価試験を受け、製品化に至りました。 

・汚水の前処理工程で捕捉される「し渣」を微生物により減容化させる「し渣減容装置」を開発し、実験データを

取得中です。 

・韓国企業と共同で開発した「超純粋電解システム」の実験機をフォトマスク及び洗浄機メーカーに納入し、実験

データを取得中です。 

・オーストリア企業と共同で、浄水、下水処理場向けにオゾン濃度の監視とコントロールを目的とした「溶存オゾ

ン濃度計」の試作機を開発し、評価試験を行っています。 

・子会社バイオジェニック㈱が手掛ける健康食品や飲料・化粧品の原材料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸

化能力を持つ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）について、協力会社とともに植物性プラン

クトンであるヘマトコッカス藻からのアスタキサンチン抽出技術を確立し、製品出荷を開始しました。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,000,000 

計 20,000,000 

種類 
  中間会計期間末現在  
   発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

 提出日現在発行数（株）
（平成18年９月21日） 

上場証券取引所名又は 
 登録証券業協会名 

内容

普通株式 6,640,000 6,640,000 東京証券取引所市場第一部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 6,640,000 6,640,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年１月１日～ 

平成18年６月30日 
－ 6,640,000 － 957 － 787 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記大株主以外に当社が302,920株（所有株式数の割合4.56％）を自己株式として保有しております。 

    ２．上記所有株式数のうち、役員持株会を通じて所有している株式数は以下のとおりであります。 

      水島力夫   1,367株 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社荏原製作所 東京都大田区羽田旭町11番１号 550,000 8.28 

水島力夫 東京都杉並区 407,567 6.14 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 401,500 6.05 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 306,000 4.61 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 265,000 3.99 

イワキ興産株式会社 東京都中央区銀座６丁目16番10号 234,600 3.53 

清水暎夫 横浜市港北区 175,080 2.64 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢ 

エクイティインベストメンツ株式会社信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 150,000 2.26 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 150,000 2.26 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 135,000 2.03 

計           － 2,774,747 41.79 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 302,900 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,335,300 63,353 同上 

単元未満株式 普通株式 1,800 － 
一単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数 6,640,000 － － 

総株主の議決権 － 63,353 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役職の異動は、次のとおりであります。 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
(％) 

荏原実業株式会社 
東京都中央区銀座七

丁目14番１号 
302,900 － 302,900 4.56 

計 － 302,900 － 302,900 4.56 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 2,735 2,650 2,385 2,475 2,410 2,360 

最低（円） 2,300 2,305 2,110 2,290 2,180 1,980 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 

（代表取締役） 

営業統括・環境システム

本部長 

専務取締役 

（代表取締役） 
営業統括 飯沢 不二雄 平成18年７月３日

常務取締役 

執行役員・環境システム

本部副本部長・関東支社

長 

常務取締役 

執行役員・営業副統

括・環境システム本部

長 

志村 修三  平成18年７月３日

取締役 

執行役員・ナノ・クリー

ン本部長・環境事業本部

長・環境開発事業部長・

知的財産部長 

取締役 

執行役員・ナノ・クリ

ーン本部長・環境事業

本部長・環境開発事業

部長 

滝川 政規 平成18年８月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。 

 また、前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きを適用しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

 また、前中間会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きを適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月

30日）及び当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）及び当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月

30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金    4,449   2,909   2,422  

２．受取手形及び売掛金 ※４  7,367   7,743   8,320  

３．たな卸資産   2,036   1,818   1,558  

４．繰延税金資産   237   265   197  

５．その他 ※５  178   117   469  

貸倒引当金   △2   △1   △1  

流動資産合計   14,266 63.9  12,852 60.4  12,965 61.2 

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産           

(1)建物及び構築物 ※２ 1,422   1,875   1,771   

減価償却累計額  833 588  910 964  860 911  

(2)機械装置及び運搬具  120   182   184   

減価償却累計額  73 46  55 126  77 107  

(3)工具器具備品  168   312   365   

減価償却累計額  128 39  169 142  205 160  

(4)土地 ※２  841   847   841  

(5)建設仮勘定    319   －   －  

(6)その他    －   12   63  

有形固定資産合計   1,836 8.2  2,093 9.8  2,083 9.9 

２.無形固定資産   46 0.2  37 0.2  39 0.2 

３.投資その他の資産           

 (1)投資有価証券 ※２  2,609   2,311   2,590  

 (2)保険積立金   1,529   1,650   1,615  

 (3)会員権   118   －   －  

 (4)賃貸用不動産 ※1,2  849   840   835  

 (5)繰延税金資産   719   791   576  

 (6)その他   469   796   579  

貸倒引当金   △118   △109   △112  

投資その他の資産合計   6,177 27.7  6,280 29.6  6,085 28.7 

固定資産合計   8,060 36.1  8,411 39.6  8,209 38.8 

資産合計   22,327 100.0  21,264 100.0  21,174 100.0 

        

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ※2,4  9,601   8,566   7,879  

２．短期借入金 ※２  1,824   2,004   1,804  

３．未払法人税等   70   328   315  

４．未払消費税等  ※５  128   27   191  

５．前受金   1,679   1,164   1,522  

６．賞与引当金   135   150   137  

７．役員賞与引当金   －   25   －  

８．工事損失引当金    229   393   232  

９．その他 ※４  357   366   398  

 流動負債合計   14,026 62.8  13,026 61.3  12,482 58.9 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  260   36   250  

２．退職給付引当金   590   570   579  

３．役員退職慰労引当金   494   551   528  

４．その他   83   87   77  

 固定負債合計   1,429 6.4  1,246 5.8  1,435 6.9 

 負債合計   15,455 69.2  14,273 67.1  13,917 65.8 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   11 0.1  － －  10 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   957 4.3  － －  957 4.5 

Ⅱ 資本剰余金   787 3.5  － －  787 3.7 

Ⅲ 利益剰余金   5,682 25.4  － －  5,862 27.7 

Ⅳ その他有価証券評価  
差額金   △149 △0.7  － －  32 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   10 0.1  － －  33 0.2 

Ⅵ 自己株式   △427 △1.9  － －  △427 △2.0 

 資本合計   6,860 30.7  － －  7,246 34.2 

負債、少数株主持分及び
資本合計   22,327 100.0  － －  21,174 100.0 

       



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  957 4.5  － － 

２．資本剰余金    － －  787 3.7  － － 

３．利益剰余金    － －  5,921 27.9  － － 

４．自己株式    － －  △427 △2.0  － － 

株主資本合計    － －  7,239 34.1  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評価 
差額金 

   － －  △285 △1.3  － － 

２．為替換算調整勘定    － －  29 0.1  － － 

評価・換算差額等合計    － －  △255 △1.2  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  7 0.0  － － 

純資産合計    － －  6,990 32.9  － － 

負債純資産合計    － －  21,264 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１          

１．製品及び工事売上高  10,951   10,216   17,448   

２．商品売上高  4,075 15,027 100.0 3,886 14,102 100.0 8,821 26,270 100.0 

Ⅱ 売上原価           

１．製品及び工事売上原価  8,276   7,913   12,998   

２．商品売上原価  3,470 11,747 78.2 3,330 11,243 79.7 7,587 20,586 78.4 

売上総利益           

１．製品及び      
工事売上総利益  2,675   2,303   4,450   

２．商品売上総利益  605 3,280 21.8 555 2,858 20.3 1,234 5,684 21.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  2,492 16.6  2,569 18.3  4,910 18.7 

営業利益   787 5.2  288 2.0  774 2.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  3   2   6   

２．受取配当金  33   28   37   

３．不動産賃貸収入  49   51   102   

４．投資有価証券売却益  39   50   561   

５．その他  13 139 0.9 6 139 1.0 19 729 2.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  9   9   19   

２．不動産賃貸費用  24   23   49   

３．貸倒引当金繰入額  2   －   12   

４．その他  7 43 0.2 5 38 0.2 16 97 0.4 

経常利益   884 5.9  390 2.8  1,405 5.3 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益  －   0   80   

２．会員権償還益   3   －   3   

３．貸倒引当金戻入益   －   2   0   

４．保険金収入  － 3 0.0 145 148 1.1 － 85 0.3 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ※３ 1   4   3   

２．投資有価証券評価損  20   25   19   

３．工事損失引当金繰入額  224   －   224   

４．減損損失 ※４ － 246 1.6 18 48 0.4 － 247 0.9 

税金等調整前    
中間(当期)純利益   641 4.3  490 3.5  1,242 4.7 

法人税、住民税及び 
事業税  34   306   294   

法人税等調整額  285 320 2.1 △64 242 1.7 343 637 2.4 

少数株主損失   2 0.0  2 0.0  6 0.0 

中間(当期)純利益   323 2.2  250 1.8  611 2.3 

       



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

   中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   787  787 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）
残高   787  787 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,520  5,520 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  323 323 611 611 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  161 161 269 269 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高   5,682  5,862 

      



中間連結株主資本等変動計算書      

   当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）                  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（百万円） 957 787 5,862 △427 7,180 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △126 － △126 

利益処分による役員賞与  － － △65 － △65 

中間純利益 － － 250 － 250 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
－ － 59 △0 59 

平成18年６月30日 残高（百万円） 957 787 5,921 △427 7,239 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 
為替換算調整勘定

評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高（百万円） 32 33 66 10 7,256 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － － － △126 

利益処分による役員賞与 － － － － △65 

中間純利益 － － － － 250 

自己株式の取得 － － － － △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△318 △3 △322 △3 △325 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
△318 △3 △322 △3 △265 

平成18年６月30日 残高（百万円） △285 29 △255 7 6,990 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  641 490 1,242 

減価償却費  43 106 168 

減損損失   － 18 － 

連結調整勘定償却額  2 － 5 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  2 △2 11 

賞与引当金の増減額（減少：△）  8 12 10 

役員賞与引当金の増減額    
（減少：△）  － 25 － 

退職給付引当金の増減額   
（減少：△）  △5 △8 △17 

役員退職慰労引当金の増減額 
（減少：△）  34 23 68 

工事損失引当金の増減額   
（減少：△）  229 160 232 

受取利息及び受取配当金  △36 △31 △44 

会員権償還益  － － △3 

投資有価証券売却益  △39 △51 △642 

保険金収入   － △145 － 

支払利息  9 9 19 

固定資産処分損  1 4 3 

投資有価証券評価損  20 25 19 

売上債権の増減額（増加：△）  438 576 △514 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △239 △259 237 

仕入債務の増減額（減少：△）  1,700 686 △21 

前受金の増減額（減少：△）  △391 △357 △548 

未収・未払消費税等の増減額 
（減少：△）    225 △166 290 

役員賞与の支払  － △65 － 

その他  △69 △26 10 

小計  2,574 1,023 528 

利息及び配当金の受取額  36 31 44 

利息の支払額  △9 △11 △18 

法人税等の支払額  △15 △292 △30 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,585 751 524 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  － △200 － 

拘束性預金の増減額（増加：△）  － △264 － 

有価証券の償還による収入  8 － 8 

有形固定資産の取得による支出  △340 △75 △674 

無形固定資産の取得による支出  △0 △1 △1 

投資有価証券の取得による支出  △700 △644 △2,522 

投資有価証券の売却による収入  454 740 2,879 

保険金の受取による収入   － 212 － 

その他  △50 △154 △150 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △628 △387 △461 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金純増減額（減少：△）  480 － 460 

長期借入による収入  200 － 200 

長期借入金の返済による支出  △214 △14 △224 

自己株式の取得による支出  △0 △0 △0 

少数株主への株式の発行による 
収入   － － 3 

配当金の支払額  △161 △126 △269 

財務活動によるキャッシュ・フロー  304 △140 169 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  7 △0 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  2,269 222 240 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,118 2,359 2,118 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末  
(期末)残高 

 ※１ 4,388 2,582 2,359 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社の数 ４社 

会社名 ㈱エバジツ 

 バイオジェニック㈱ 

 イージェイ㈱ 

 昆明白鴎微藻技術有限公司 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する 

 事項 

 持分法適用会社はありません。 

 なお、関連会社はありません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

 (決算日)等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間決算

日は中間連結決算日と同一であり

ます。 

同左  すべての連結子会社の決算日は

連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する

 事項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

   

①有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

 中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定） 

 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 商品 

 個別法による原価法 

製品 

  主として個別法による原価法 

原材料 

 主として月次総平均法による 

 原価法 

仕掛工事・仕掛品 

 個別法による原価法 

商品 

同左 

製品 

同左 

原材料 

同左 

  

仕掛工事・仕掛品 

同左 

商品 

同左 

製品 

同左 

原材料 

同左 

  

仕掛工事・仕掛品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

   

①有形固定資産・ 

 賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く。）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ３年～12年

工具器具備品 ３年～20年

賃貸用不動産  

（建物及び構築物） 

15年～50年

同左 同左 

②無形固定資産  定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、特許権８

年、営業権５年であります。また、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）を償却年数としております。 

同左 同左 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

   

①貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備える

ため一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 同左 

②賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち当

中間連結会計期間の負担額を計上し

ております。 

同左  従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

③役員賞与引当金   ――――――――――    役員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち

当中間連結会計期間に見合う額を

計上しております。 

 ――――――――――   

④工事損失引当金  受注工事の損失に備えるため、当

中間連結会計期間末における手持工

事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ金額を合理的に見積もることの

できる工事について、損失見積額を

計上しております。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間において、損

失の発生が見込まれる手持工事が発

生したため、新たに工事損失引当金2

29百万円を計上しております。 

 受注工事の損失に備えるため、

当中間連結会計期間末における手

持工事のうち、損失の発生が見込

まれ、かつ金額を合理的に見積も

ることのできる工事について、損

失見積額を計上しております。 

 受注工事の損失に備えるため、

当連結会計年度末における手持工

事のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的に見積もる

ことのできる工事について、損失

見積額を計上しております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度末において、損

失の発生が見込まれる手持工事が

発生したため、新たに工事損失引

当金232百万円を計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

⑤退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度における発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれの発生の翌連

結会計年度から損益処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法によ

り按分した額を発生した連結会計

年度から損益処理しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度における発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれの発生の翌連

結会計年度から損益処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法によ

り按分した額を発生した連結会計

年度から損益処理しております。 

⑥役員退職慰労引当金  役員に対する退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

同左  役員に対する退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。  

(4) 工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によ

っておりますが、工期が１年以上

かつ請負金額３億円以上の工事に

ついては、工事進行基準によって

おります。 

同左 同左 

(5) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算基準  

  在外子会社等の資産及び負債

は、中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

  在外子会社等の資産及び負債

は、中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めて

計上しております。 

 在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

(6) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(7) その他中間連結(連

結)財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   

 消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キャ

ッシュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ――――――――――    (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成1

5年10月31日）を適用しております。これ

により、経常利益は0百万円増加し、税金

等調整前中間純利益は18百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額は、各資産の取得

原価から直接控除しております。 

 ――――――――――   

  (役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は25百万円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 

  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は、6,983百万円であります。 

 また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

 ――――――――――   （中間連結貸借対照表） 

１. 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「建設仮勘

定」（当中間連結会計期間末残高12百万円）は、重要性が低くな

ったため、当中間連結会計期間より有形固定資産の「その他」に

含めて表示しております。 

２. 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「会員権」

（当中間連結会計期間末残高109百万円）は、重要性が低くなった 

ため、当中間連結会計期間より投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 

 614百万円  648百万円  628百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 253百万円 

土地 474 

投資有価証券 221 
賃貸用不動産 370 

計 1,319百万円 

建物及び構築物 241百万円 

土地 474 

投資有価証券 251 
賃貸用不動産 391 

計 1,359百万円 

建物及び構築物 247百万円 

土地 474 

投資有価証券 327 
賃貸用不動産 361 

計 1,410百万円 

(2) 上記に対する債務 (2) 上記に対する債務 (2) 上記に対する債務 

買掛金 1,467百万円 

短期借入金 1,294 

長期借入金 260 

計 3,021百万円 

買掛金 996百万円 

短期借入金 1,474 

長期借入金 36 

計 2,506百万円 

買掛金 1,304百万円 

短期借入金 1,274 

長期借入金 250 

計 2,828百万円 

 ３．偶発債務  

     手形裏書譲渡高        21百万円 

 ３．   ――――――――――    ３．   ――――――――――   

※４．   ――――――――――   ※４．   ――――――――――   ※４．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度末日は金融機

関の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。 

 受取手形             288百万円 

 支払手形              2百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グ

ループに対する債権者よりみずほファクタ

ー㈱に譲渡された債権（当社グループの買

掛金及び未払金）の会計処理は、決済日を

もって処理しております。なお、次の連結

会計年度末決済買掛金及び未払金が連結会

計年度末残高に含まれております。 

 買掛金             430百万円 

 流動負債その他(未払金)      18百万円 

※５．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、納税主体ごとに流動資産の「その

他」または未払消費税等として表示してお

ります。 

※５．消費税等の取扱い 

 同  左 

※５．   ――――――――――  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．売上高の季節的変動 

 当社グループの売上高は、通常の営業の

形態として、下半期に比べ上半期に完成す

る工事の割合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

※１．売上高の季節的変動 

同  左  

※１．   ―――――――――― 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

従業員給料手当 648百万円 

賞与 144  

賞与引当金繰入額 106 
法定福利費 133 

退職給付引当金繰入額 57 
役員退職慰労引当金繰入額 34 
旅費交通費 134 

減価償却費 18 

研究開発費 384 

従業員給料手当 689百万円 

賞与 134  

賞与引当金繰入額 120 
役員賞与引当金繰入額 25 
法定福利費 143 

退職給付引当金繰入額 55 
役員退職慰労引当金繰入額 23 
旅費交通費 145 

減価償却費 21 

研究開発費 350 

貸倒引当金繰入額 3 

従業員給料手当 1,301百万円

賞与 369 
賞与引当金繰入額 111 
法定福利費 270 

退職給付引当金繰入額 111 
役員退職慰労引当金繰入額 68 
旅費交通費 273 

減価償却費 41 

研究開発費 731 

※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具 0百万円 

工具器具備品 0 

計 1百万円 

機械装置及び運搬具 2百万円 

工具器具備品 1 

計 4百万円 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 2 
工具器具備品 0 
電話加入権 0 

計 3百万円 

※４．   ――――――――――   ※４．減損損失 ※４．   ――――――――――   

 (１)減損損失を認識した資産グループの概要  

 場所 用途 種類 減損損失 

静岡県  

富士市 

賃貸用  

 資産  

建物 11百万円 

土地 ４百万円 

千葉県  

香取郡 
 遊休資産 土地 ３百万円 

 計 18百万円 

 

 (２)資産のグルーピングの概要  

    当社グループは、継続的に損益を把握 

 している事業単位ごとに資産をグルーピ 

 ングしておりますが、賃貸用資産及び遊 

 休資産については個々の物件をグルーピ 

 ングの単位としております。 

 

 (３)減損損失の認識に至った経緯  

    静岡県富士市の賃貸用資産について 

 は、不動産価格の著しい下落に伴い収益 

 性が著しく低下したため、減損損失を認 

 識いたしました。 

  千葉県香取郡の土地については、遊休 

 状態にあり今後の利用計画もなく、地価 

 も著しく下落しているため、減損損失を 

 認識いたしました。 

 

 (４)回収可能価額の算定方法  

    回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しており、固定資産税評価額等を基 

 礎として算定しております。 

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 ２．配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

    平成18年３月28日開催の第67期定時株主総会において次のとおり決議しております。 

    ・普通株式の配当に関する事項 

     ①配当金の総額    126,741千円 

     ②一株当たり配当額     20.00円 

     ③基準日     平成17年12月31日 

     ④効力発生日   平成18年３月28日 

 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

    平成18年８月９日開催の取締役会において次のとおり決議しております。 

    ・普通株式の配当に関する事項 

     ①配当金の総額    126,741千円 

     ②配当の原資      利益剰余金 

     ③一株当たり配当額     20.00円 

     ④基準日     平成18年６月30日 

     ⑤効力発生日   平成18年９月６日 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式         

   普通株式 6,640,000 － － 6,640,000 

    合計  6,640,000 － － 6,640,000 

自己株式          

   普通株式 （注） 302,910 10 － 302,920 

  合計 302,910 10 － 302,920 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成17年６月30日現在） （平成18年６月30日現在） （平成17年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,449百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△60 

別段預金 △0 

現金及び現金同等物 4,388百万円 

現金及び預金勘定 2,909百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△60 

別段預金  △2 
拘束性預金 △264 

現金及び現金同等物 2,582百万円 

現金及び預金勘定 2,422百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△60 

別段預金 △2 

現金及び現金同等物 2,359百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

 累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

 累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

 累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末

残高  

相当額 

(百万円) 

建物及び 

構築物 
8 2 5 

機械装置 

及び  

運搬具 

66 43 22 

工具器具

備品 
164 83 81 

その他 7 1 6 

合計 247 130 116 

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高  

相当額 

(百万円) 

建物及び 

構築物 
8 3 4 

機械装置 

及び  

運搬具 

44 29 15 

工具器具

備品 
188 99 89 

その他 12 4 8 

合計 254 136 117 

 

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

建物及び 

構築物 
8 3 4 

機械装置 

及び  

運搬具 

47 27 20 

工具器具

備品 
164 81 83 

 その他 12 2 9 

合計 232 114 118 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44百万円 

１年超 74百万円 

合計 118百万円 

１年内 42百万円 

１年超 77百万円 

合計 120百万円 

１年内 44百万円 

１年超 76百万円 

合計 120百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 

支払リース料 26百万円 

減価償却費相当額 25百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 26百万円 

減価償却費相当額 25百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 25百万円 

減価償却費相当額 24百万円 

支払利息相当額 1百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。 

同左 同左 

 （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はないた

め、項目等の記載は省略しております。 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を実施し、評価損20百万円を計上しております。     

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著し

く下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案し

て、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとし

ております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 非上場株式について、当中間連結会計期間において、減損処理の対象となったものはありません。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上

額（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 2,061 1,833 △227 

(2)その他 262 237 △25 

合計 2,323 2,070 △252 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 510 

投資事業組合への出資持分  28 



当中間連結会計期間末（平成18年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を実施し、評価損25百万円を計上しております。     

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著し

く下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案し

て、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとし

ております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 非上場株式について、当中間連結会計期間において、減損処理の対象となったものはありません。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上

額（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,954 1,477 △477 

(2)債券       

  その他 200 199 △1 

(3)その他 100 98 △2 

合計 2,255 1,774 △481 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 510 

投資事業組合への出資持分  26 



前連結会計年度末（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行い、投資有価証券評価損19百万円を計上しておりま

す。なお、当該有価証券の減損処理に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が

著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしておりま

す。 

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案し

て、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとし

ております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 非上場株式について、当連結会計年度において、減損処理の対象となったものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 

至平成18年６月30日)及び前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日)  

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 

至平成18年６月30日)及び前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日)  

 該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,896 1,953 56 

(2)その他 100 99 △0 

合計 1,996 2,052 55 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 510 

投資事業組合への出資持分 27 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 
環境関連 

（百万円） 

水処理関連 

（百万円） 

風水力冷熱

機器等関連 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全

社(百万円) 

連結 

（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 3,492 6,149 5,384 15,027 － 15,027 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 3,492 6,149 5,384 15,027 － 15,027 

営業費用 3,416 5,339 5,103 13,859 380 14,239 

営業利益 76 810 281 1,168 △380 787 

 
環境関連 

（百万円） 

水処理関連 

（百万円） 

風水力冷熱

機器等関連 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全

社(百万円) 

連結 

（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 3,426 5,089 5,586 14,102 － 14,102 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 3,426 5,089 5,586 14,102 － 14,102 

営業費用 3,541 4,511 5,409 13,462 351 13,813 

営業利益又は営業損失（△） △114 578 176 640 △351 288 

 
環境関連 

（百万円） 

水処理関連 

（百万円） 

風水力冷熱

機器等関連 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全

社(百万円) 

連結 

（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 6,088 9,906 10,275 26,270 － 26,270 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 6,088 9,906 10,275 26,270 － 26,270 

営業費用 6,155 8,782 9,866 24,805 691 25,496 

営業利益又は営業損失（△） △67 1,123 409 1,465 △691 774 



（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び工事・商品 

事業区分は商品・製品及び工事の類似性及び販売市場別に区分してあります。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは管理部門（総務・経理部門な

ど）に係る費用であります。 

前中間連結会計期間   380百万円 

当中間連結会計期間   351百万円 

前連結会計年度     691百万円 

３．会計方針の変更 

       「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり当中間連結会計期間より 

      「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。これにより、「全社」の営業費用に役員賞与引当金繰

      入額25百万円を計上し、営業利益が同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年１月１

日 至平成18年６月30日）及び前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める本邦以外の割合が10％未満であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年１月１

日 至平成18年６月30日）及び前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

事業区分 主要品目 

環境関連 

オゾン濃度計、オゾン空気殺菌脱臭装置、液相脱臭装置、腐植質脱臭剤、 

栽培漁業関連装置、廃棄物・水処理プラント、水景施設浄化装置、栽培漁業

施設、水景施設などの計画・設計・製造・施工・販売、緩衝材の製造販売並

びに微細藻類の培養による有用物質の製造販売 

水処理関連 
上水道処理施設、下水道処理施設、ポンプ取水場施設、産業用排水処理施設、

水景施設などのプラント類の計画・設計・製作・施工・販売 

風水力冷熱機器等関連 

ポンプ、送風機、圧縮機、冷凍機、冷却塔、ボイラ、全熱交換機、冷温水機、

パッケージエアコン、工業用薬品などの販売               

空調、給排水・衛生、冷凍機、冷却塔などの設備工事 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 

至平成18年６月30日)及び前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日)  

 該当事項はありません。  

(2）【その他】 

① 決算日後の状況   

    特記事項はありません。      

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、検収条件

である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設備

の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,082.61 円 １株当たり純資産額 1,102.06 円 １株当たり純資産額 1,133.29 円

１株当たり中間純利益 51.01 円 １株当たり中間純利益 39.60円 １株当たり当期純利益  86.20 円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。  

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額    

 純資産の部の合計額(百万円） － 6,990 － 

 純資産の部の合計額から控除する金額    

  （百万円） 
－ 7 － 

 （うち少数株主持分）     (－)     ( 7)     (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
－ 6,983 － 

 中間期末（期末）の普通株式の数（株） － 6,337,080 － 

    

１株当たり中間（当期）純利益    

 中間（当期）純利益(百万円） 323 250 611 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 65 

 （うち利益処分による役員賞与金）     (－)     (－)     (65) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 323 250 546 

 期中平均株式数（株） 6,337,116 6,337,081 6,337,102 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  4,033   2,594   2,016   

２．受取手形 ※４ 2,649   1,949   1,854   

３．売掛金  4,344   5,401   5,970   

４．たな卸資産  1,951   1,634   1,416   

５．繰延税金資産  228   244   180   

６．その他  161   94   325   

  貸倒引当金  △1   △0   △0   

流動資産合計   13,367 62.9  11,918 58.3  11,763 58.6 

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産           

 (1)建物 ※２ 1,279   1,527   1,505   

 (2)工具器具備品  139   158   160   

 (3)土地 ※２ 836   842   836   

 (4)その他  228   52   79   

 (5)減価償却累計額  △941   △967   △963   

有形固定資産合計  1,543  7.2 1,612  7.9 1,618  8.1 

２.無形固定資産  21  0.1 21  0.1 19  0.1 

３.投資その他の資産           

 (1)投資有価証券 ※２ 3,076   3,000   3,367   

 (2)保険積立金  1,481   1,581   1,557   

 (3)会員権  92   －   －   

 (4)長期性預金  300   500   300   

 (5)賃貸用不動産 ※1,2 632   630   623   

 (6)繰延税金資産  706   753   552   

 (7)その他  156   544   385   

  貸倒引当金  △117   △109   △112   

投資その他の資産合計  6,328  29.8 6,900  33.7 6,674  33.2 

固定資産合計   7,893 37.1  8,534 41.7  8,312 41.4 

資産合計   21,260 100.0  20,452 100.0  20,076 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金 ※2,4 9,295   8,336   7,580   

２．短期借入金 ※２ 1,360   1,360   1,360   

３．１年内返済予定の  
長期借入金 

※２ －   200   －   

４．未払法人税等  45   306   233   

５．前受金  1,650   1,114   1,440   

６．賞与引当金  122   135   124   

７．役員賞与引当金   －   25   －   

８．工事損失引当金   224   364   224   

９．その他 ※4,5 424   309   501   

流動負債合計   13,123 61.7  12,151 59.4  11,463 57.1 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 200   －   200   

２．退職給付引当金  537   528   535   

３．役員退職慰労引当金  477   526   506   

４．その他  42   38   40   

固定負債合計   1,258 5.9  1,093 5.4  1,283 6.4 

負債合計   14,381 67.6  13,244 64.8  12,747 63.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   957 4.5  － －  957 4.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  787     －     787     

  資本剰余金合計   787 3.7  － －  787 3.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  141   －   141   

２．任意積立金  4,975   －   4,975   

３．中間(当期)未処分利益  619     －     868     

  利益剰余金合計   5,736 27.0  － －  5,985 29.8 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金   △174 △0.8  － －  26 0.1 

Ⅴ 自己株式   △427 △2.0  － －  △427 △2.1 

資本合計   6,879 32.4  － －  7,329 36.5 

負債資本合計   21,260 100.0  － －  20,076 100.0 

           



  
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  957 4.7  － － 

２．資本剰余金            

 (1)資本準備金   －   787   －   

資本剰余金合計    － －  787 3.8  － － 

３．利益剰余金            

 (1)利益準備金   －   141   －   

 (2)その他利益剰余金               

別途積立金   －   5,375   －   

繰越利益剰余金   －   646   －   

利益剰余金合計    － －  6,163 30.1  － － 

４．自己株式    － －  △427 △2.1  － － 

株主資本合計    － －  7,481 36.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評価
差額金 

   － －  △273 △1.3  － － 

評価・換算差額等合計    － －  △273 △1.3  － － 

純資産合計    － －  7,208 35.2  － － 

負債純資産合計    － －  20,452 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１          

１．製品及び工事売上高   10,259   9,472   16,089   

２．商品売上高  4,066 14,326 100.0 3,847 13,320 100.0 8,712 24,802 100.0 

Ⅱ 売上原価           

１．製品及び工事売上原価  7,813   7,385   12,051   

２．商品売上原価  3,465 11,278 78.7 3,305 10,691 80.3 7,496 19,548 78.8 

売上総利益           

１．製品及び      
工事売上総利益  2,445   2,086   4,037   

２．商品売上総利益  601 3,047 21.3 542 2,628 19.7 1,216 5,253 21.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,223 15.5  2,285 17.1  4,333 17.5 

営業利益   823 5.8  343 2.6  920 3.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２   112 0.7   163 1.2   590 2.4 

Ⅴ 営業外費用 ※３   32 0.2   28 0.2   73 0.3 

経常利益   903 6.3  478 3.6  1,437 5.8 

Ⅵ 特別利益 ※４  3 0.0  148 1.1  84 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※5,6  246 1.7  48 0.4  246 1.0 

税引前中間（当期） 
純利益   660 4.6  579 4.3  1,274 5.1 

法人税、住民税及び 
事業税  12   284   206   

法人税等調整額  285 297 2.1 △59 224 1.6 349 555 2.2 

中間（当期）純利益   362 2.5  355 2.7  719 2.9 

前期繰越利益   257       257  

中間配当額   －       107  

中間(当期)未処分利益   619       868  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）                 

 

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本  
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 資本  

準備金 
利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益  
剰余金
合計 

別途  
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

 （百万円）
957 787 141 4,975 868 5,985 △427 7,302 26 7,329 

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立 － － － 400 △400 － － － － － 

剰余金の配当 － － － － △126 △126 － △126 － △126 

利益処分による役員賞与  － － － － △50 △50 － △50 － △50 

中間純利益 － － － － 355 355 － 355 － 355 

自己株式の取得 － － － － － － △0 △0 － △0 

株主資本以外の項目の   

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

－ － － － － － － － △299 △299 

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
－ － － 400 △221 178 △0 178 △299 △121 

平成18年６月30日 残高 

 （百万円）
957 787 141 5,375 646 6,163 △427 7,481 △273 7,208 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

(1)有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

(1)有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

商品・製品 

個別法による原価法 

原材料 

月次総平均法による原価法 

仕掛工事・仕掛品 

 個別法による原価法 

(2)たな卸資産 

商品・製品 

同左 

原材料 

同左 

仕掛工事・仕掛品 

同左 

(2)たな卸資産 

商品・製品 

同左 

原材料 

同左 

仕掛工事・仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産・賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物     ３年～50年 

 機械装置   ３年～12年 

 工具器具備品 ３年～20年 

 賃貸用不動産 15年～50年 

 （建物） 

(1)有形固定資産・賃貸用不動産 

同左 

(1)有形固定資産・賃貸用不動産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、特許権の償却年数は８年

であります。また、自社利用のソ

フトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）を償却

年数としております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しております。 

 (3)  ――――――――――   (3) 役員賞与引当金  

  役員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当中

間会計期間に見合う額を計上してお

ります。 

(3)  ――――――――――   

 (4) 工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、当

中間期末における手持工事のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ金額を

合理的に見積もることのできる工事

について、損失見積額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当中間会計期間において、損失の

発生が見込まれる手持工事が発生し

たため、新たに工事損失引当金224

百万円を計上しております。 

(4) 工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、当

中間期末における手持工事のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ金額を

合理的に見積もることのできる工事

について、損失見積額を計上してお

ります。 

(4) 工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、当

事業年度末における手持工事のう

ち、損失の発生が見込まれ、かつ金

額を合理的に見積もることのできる

工事について、損失見積額を計上し

ております。 

（追加情報） 

 当事業年度において、損失の発生

が見込まれる手持工事が発生したた

め、新たに工事損失引当金224百万

円を計上しております。 

 (5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

における発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれの発生の翌事業年度から損益

処理することとしております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分

した額を発生した事業年度から損益

処理しております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

における発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれの発生の翌事業年度から損益

処理することとしております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分

した額を発生した事業年度から損益

処理しております。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

４．工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によっ

ておりますが、工期が１年以上かつ

請負金額３億円以上の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

同左 同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理  

税抜方式によっております。  

 消費税等の会計処理  

同左 

 消費税等の会計処理  

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ――――――――――    (固定資産の減損に係る会計基準）  ――――――――――   

  当中間会計期間から固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより、経

常利益は0百万円増加し、税引前中間純利益

は18百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額は、各資産の取得

原価から直接控除しております。 

 

  (役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 平成 

17年11月29日）を適用しております。これ

により、営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益は25百万円減少しております。 

 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

会計基準） 

 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は、7,208百万円であります。 

 また、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――――――――   （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「会員権」（当中間

会計期間末残高80百万円）は、重要性が低くなったため、当中間会

計期間より投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 

419百万円 445百万円 429百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

建物 201百万円 

土地 469 

投資有価証券 221 

賃貸用不動産 225 

合計 1,118百万円 

建物 192百万円 

土地 469 

投資有価証券 251 

賃貸用不動産 252 

合計 1,167百万円 

建物 197百万円 

土地 469 

投資有価証券 327 

賃貸用不動産 220 

合計 1,214百万円 

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

買掛金 1,467百万円 

短期借入金 960 

長期借入金 200 

合計 2,627百万円 

買掛金 996百万円 

短期借入金 960 

１年内返済予定の  

長期借入金 

200 

合計 2,156百万円 

買掛金 1,304百万円 

短期借入金 960 

長期借入金 200 

合計 2,464百万円 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金

及び割賦購入債務に対し、債務保証を

行っております。 

保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金

及び割賦購入債務に対し、債務保証を

行っております。 

保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金

及び割賦購入債務に対し、債務保証を

行っております。 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱  120百万円 

昆明白鴎微藻技術  

有限公司  
35百万円 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱  120百万円 

昆明白鴎微藻技術  

有限公司  
51百万円 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱  120百万円 

昆明白鴎微藻技術  

有限公司  
35百万円 

※４．   ―――――――――― ※４．   ―――――――――― ※４．期末日満期手形 

 事業年度末日の満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当事業年度末日は金融機

関の休日であったため、次の事業年度末

日満期手形が事業年度末残高に含まれて

おります。 

 受取手形         286百万円 

 また、ファクタリング方式により当社

に対する債権者よりみずほファクター㈱

に譲渡された債権（当社の買掛金及び未

払金）の会計処理は、決済日をもって処

理しております。なお、次の事業年度末

決済買掛金及び未払金が事業年度末残高

に含まれております。 

 買掛金           430百万円 

 流動負債その他（未払金） 18百万円 

※５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※５．消費税等の取扱い 

 同  左 

※５．   ―――――――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．売上高の季節的変動 

 当社の売上高は、通常の営業の形態とし

て、下半期に比べ上半期に完成する工事の

割合が大きいため、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に著しい相違

があり、上半期と下半期の業績に季節的変

動があります。 

※１．売上高の季節的変動 

同  左  

※１．     ―――――――――― 

※２．営業外収益の内訳 ※２．営業外収益の内訳 ※２．営業外収益の内訳 

受取利息 2百万円 

受取配当金 31 

不動産賃貸収入 30 

投資有価証券売却益 37 

その他 9 

合計 112百万円 

受取利息 3百万円 

受取配当金 77 

不動産賃貸収入 30 

投資有価証券売却益 47 

その他 4 

合計 163百万円 

受取利息 3百万円 

受取配当金 36 

不動産賃貸収入 64 

投資有価証券売却益 470 

その他 14 

合計 590百万円 

※３．営業外費用の内訳 ※３．営業外費用の内訳 ※３．営業外費用の内訳 

支払利息 6百万円 

不動産賃貸費用 18 

貸倒引当金繰入額 2 

その他 5 

合計 32百万円 

支払利息 6百万円 

不動産賃貸費用 16 

その他 5 

合計 28百万円 

支払利息 13百万円 

不動産賃貸費用 36 

貸倒引当金繰入額 12 

その他 11 

合計 73百万円 

※４．特別利益の内訳 ※４．特別利益の内訳 ※４．特別利益の内訳 

会員権償還益 3百万円 

合計 3百万円 

投資有価証券売却益 0百万円 

貸倒引当金戻入益 2  

保険金収入 145  

合計 148百万円 

投資有価証券売却益 79百万円 

会員権償還益 3  

貸倒引当金戻入益 0  

合計 84百万円 

※５．特別損失の内訳 ※５．特別損失の内訳 ※５．特別損失の内訳 

投資有価証券評価損 20百万円 

工事損失引当金繰入額 224 

固定資産処分損   
機械装置 0 
工具器具備品 0 

小計 1 

合計 246百万円 

投資有価証券評価損 25百万円 

減損損失 18 

固定資産処分損   

機械装置 2 
工具器具備品 1 

小計 4 

合計 48百万円 

投資有価証券評価損 19百万円 

工事損失引当金繰入額 224 

固定資産処分損   
機械装置 1 
工具器具備品  0 
電話加入権 0 

小計 2 

合計 246百万円 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※６．   ―――――――――― ※６．減損損失 ※６．   ―――――――――― 

 (１)減損損失を認識した資産グループの概要  

 場所 用途 種類 減損損失 

静岡県  

富士市 

賃貸用  

 資産  

建物 11百万円 

土地 ４百万円 

千葉県  

香取郡 
 遊休資産 土地 ３百万円 

 計 18百万円 

 

 (２)資産のグルーピングの概要  

    当社は、継続的に損益を把握している 

 事業単位ごとに資産をグルーピングして 

 おりますが、賃貸用資産及び遊休資産に 

 ついては個々の物件をグルーピングの単 

 位としております。 

 

 (３)減損損失の認識に至った経緯  

     静岡県富士市の賃貸用資産について 

 は、不動産価格の著しい下落に伴い収益 

 性が著しく低下したため、減損損失を認 

 識いたしました。 

  千葉県香取郡の土地については、遊休 

 状態にあり今後の利用計画もなく、地価 

 も著しく下落しているため、減損損失を 

 認識いたしました。 

 

 (４)回収可能価額の算定方法  

    回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しており、固定資産税評価額等を基 

 礎として算定しております。 

 

 ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額 

有形固定資産 18百万円 

無形固定資産 1百万円 

賃貸用不動産 9百万円 

有形固定資産 29百万円 

無形固定資産 0百万円 

賃貸用不動産 8百万円 

有形固定資産 47百万円 

無形固定資産 2百万円 

賃貸用不動産 19百万円 

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数   （株）

当中間会計期間減少
株式数   （株） 

当中間会計期間末株
式数    （株）

   普通株式 （注） 302,910 10 － 302,920 

合計 302,910 10 － 302,920 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年６月30日)、当中間会計期間末(平成18年６月30日)及び前事業年度(平成17年12月31日)

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間末(平成17年６月30日)、当中間会計期間末(平成18年６月30日)及び前事業年度(平成17年12月31日)

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末

残高  

相当額 

(百万円) 

建物 8 2 5 

工具器具

備品 
139 72 66 

その他 26 19 7 

合計 173 93 79 

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額

相当額 

(百万円)

中間期末

残高  

相当額 

(百万円)

建物 8 3 4 

工具器具

備品 
134 80 54 

その他 15 4 11 

合計 158 88 69 

 

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

建物 8 3 4 

工具器具

備品 
119 66 52 

その他 15 2 12 

合計 143 72 70 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 30百万円 

１年超 51 

合計 81百万円 

１年内 26百万円 

１年超 44 

合計 71百万円 

１年内 28百万円 

１年超 44 

合計 72百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 19百万円 

減価償却費相当額 17百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 17百万円 

減価償却費相当額 16百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 17百万円 

減価償却費相当額 15百万円 

支払利息相当額 1百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないた

め、項目等の記載は省略しております。 

 



(2）【その他】 

① 決算日後の状況   

平成18年８月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・126,741千円  

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・20円00銭  

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・平成18年９月６日  

（注）平成18年６月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、中間

配当金を支払います。    

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、検収条件

である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設備

の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張しております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第 67 期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年９月１４日 

荏原実業株式会社    

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７

年１月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、荏原実業株式会社及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１８年９月１２日 

荏原実業株式会社    

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、荏原実業株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間か

ら「固定資産の減損に係る会計基準」及び「役員賞与に関する会計基準」が適用されることになったため、これらの会

計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年９月１４日 

荏原実業株式会社    

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第６７期事業年度の中間会計期間（平成１７

年１月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、荏原実業株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１８年９月１２日 

荏原実業株式会社    

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第６８期事業年度の中間会計期間（平成１８

年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、荏原実業株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」及び「役員賞与に関する会計基準」が適用されることになったため、これらの会計基準を

適用して中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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